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1 JLIA 

1950年（昭和25年）設立、今年64年目。 

輸入木材・建材（丸太, 製材, 集成材, 合板, 木質ボードなど）を
取り扱う商社, 問屋, メーカーなど、現在 55会員。 

日本木材輸入協会（JLIA）の取り組み 

日本の木材･木材製品の輸入に占める会員シェアー： 約60% 

( 丸太 60%, 製材 49%, 集成材 70%, 合板 73%, ボード 52%) 

 

 2006年、合法性等の証明に係る「事業者認定制度」を制定。
2009年と2012年に認定更新済み。（認定対象：会員のみ） 

 

認定・更新に際し、各事業者を個別に訪問し、分別／書類管理
責任者（及び担当者･代表者）を対象に面接調査を行う。 

① 認定・更新のための調査・モニタリング（合法木材取扱実績、

取組み状況の確認）、② 合法木材供給事業者研修を同時に行う。 



社団法人全国木材組合連合会
常務理事　藤　原　敬　様

認定団体名：   日本木材輸入協会
認定団体識別記号：　輸入協 -
担当者名：   専務理事　大橋 泰啓
TEL/FAX：
Eメールアドレス：   aau35180@par.odn.ne.jp

(輸入) (販売) (輸入) (販売)

入荷量　 出荷量 入荷量　 出荷量

m3 m3 m3 m3 主 副

    
2,450,749 2,450,749 1,468,246 680,346 5 ( 10 )

木材加工 チップ
製材
合板
集成材
木質ボード類
その他(       )

木材流通 製材 3,041,431 3,041,431 1,260,513 354,084 15 ( 13 )

合板 2,631,656 2,631,656 2,293,755 311,629 12 ( 8 )

ボード類 571,923 571,923 291,010 13,626 0 ( 14 )

集成材 681,384 681,384 374,501 264,553 2 ( 18 )

その他(       )

その他 (住宅会社の自家用製材品)

合 計 9,377,143 9,377,143 5,688,025 1,624,238 34 ( 63 )

平成24年3月末日現在

団体会員数 55 41

認定事業者数 41 認定事業者数（会員外） 0

認定事業者数（会員）

合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品の取扱実績報告
        期間（平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日 ） 

木材・木材製品の取扱量
（総数）

うち合法性等の証明されたもの

業　　種

素材生産

素材流通

  03-5690-1131 / 1133

作成日： 平成25年(2013年)6月13日

認定事業者数

(但し、取扱実
績のあるもの)

JLIA 2 

JLIA→全木連 

2012年4月～2013年3月 

輸入協（JLIA）会員の合法木材取扱実績 

59.9% 

87.2% 

41.4% 

60.7% 

合法性証明比率 

輸入丸太 

輸入合板 

輸入製材 



社団法人全国木材組合連合会
常務理事　藤　原　敬　様
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(輸入) (販売) (輸入) (販売)

入荷量　 出荷量 入荷量　 出荷量

m3 m3 m3 m3 主 副

    
2,450,749 2,450,749 1,468,246 680,346 5 ( 10 )

木材加工 チップ
製材
合板
集成材
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その他 (住宅会社の自家用製材品)

合 計 9,377,143 9,377,143 5,688,025 1,624,238 34 ( 63 )

平成24年3月末日現在

団体会員数 55 41

認定事業者数 41 認定事業者数（会員外） 0

認定事業者数（会員）

合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品の取扱実績報告
        期間（平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日 ） 

木材・木材製品の取扱量
（総数）

うち合法性等の証明されたもの

業　　種

素材生産

素材流通

  03-5690-1131 / 1133

作成日： 平成25年(2013年)6月13日

認定事業者数

(但し、取扱実
績のあるもの)

JLIA 2 

JLIA→全木連 

2012年4月～2013年3月 

輸入協（JLIA）会員の合法木材取扱実績 

輸入丸太 

輸入合板 

27.8% 

11.8% 

11.6% 

17.3% 

証明書発行 要請ベースの発行が多い 

輸入製材 
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3 

主要輸入材の合法性証明（JLIA会員 07～13年度） ① 

JLIA 

南洋材丸太 

輸入証明材 

の比率(%) 

＋証明書発行 

未確認は少ない 

輸入証明材 

輸入証明材 

の比率(%) 

＋証明書発行 

米材丸太 

未確認 

287千m3 

(99.1%) 1,411千m3 

(61.1%) 

輸入証明材 

(千m3) (千m3) 
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輸入証明材 

の比率(%) 

輸入証明材 

未確認 

北洋材丸太 

JLIA 

ニュージーランド丸太 

未確認 

輸入証明材 

輸入証明材 

の比率(%) 

4 ＋証明書発行 

(34.7%) 

(57.5%) 

主要輸入材の合法性証明（JLIA会員 07～13年度） ② 

206千m3 

543千m3 

(千m3) (千m3) 
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未確認 

輸入証明材 

米材製材 

JLIA 

輸入証明材 

の比率(%) 

＋証明書発行 

輸入証明材 

の比率(%) 

輸入証明材 
未確認 

5 

(47.1%) 

1,711千m3 

(60.8%) 

（製材・集成材） 

欧州材 

907千m3 

主要輸入材の合法性証明（JLIA会員 07～13年度） ③ 

(千m3) (千m3) 

＋証明書発行 
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6 JLIA 

北洋材製品 

未確認 

輸入証明材 

の比率 

未確認 

輸入証明材 

輸入証明材の比率 

＋証明書発行 

合 板 

716千m3 

(39.7%) 

(84.8%) 

（製材・集成材・単板） 

＋証明書発行 

輸入証明材 

主要輸入材の合法性証明（JLIA会員 07～13年度） ④ 



7 JLIA 

CoC認証材の普及（海外） ① 

カナダ U.S.A. 



JLIA 

CoC認証材の普及（海外） ② 

ロシア 

P.N.G. 

8 



9 JLIA 

CoC認証材の普及（国内） ① 

日本 



10 JLIA 

日本 

CoC認証材の普及（国内） ② 



11 JLIA 

輸入商社のCoC認証取得状況 

CoC認証取得状況 （JLIA会員） 

FSC: 

PEFC: 

2006年  
  以前    

2007    2008    2009    2010    2011    2012      (2013~現在) 

4      11    14    19    25    30    31   (現在 31社) 

7      10    11    18    23    29    32   (現在 32社) 

※ うち 28社は 両方のCoC認証を取得 

JLIA会員の輸入数量 約1,000万m3（年間）のうち、 

   約 98% ----- FSC-CoC認証取得済み会員 

  約 95% ----- PEFC-CoC認証取得済み会員 

①森林認証・CoC認証、②団体認定、 

両方で合法性等を証明する体制を作っている。 



12 JLIA 

     (2)  合法性等の“証明の確認方法” （入荷） 

A)  FSC, PEFC 等の CoC認証番号とともに、CoC認証材    

     である旨の記載。（認証機関毎に様式を確認） 

 

個別の船積毎に作成される船積書類（Invoice、Packing List 等）、
もしくは合法性等証明書、に下記要件が記載されていること。 

B)  海外の業界団体の認定番号とともに、合法木材である 

     旨の記載。（団体毎に様式を確認） 

C)  当該輸出国・地域に公的なトレーサビリティ (CoC) システム 

  があり、輸出許可関連書類が伐採の合法性まで担保している 

  場合、当該書類（輸出許可書等）が合法性証明書。 

林野庁ガイドラインは、“認証材”、“合法材”などの合法性等証明材
を出荷 （“証明の連鎖”） する方法を例示したもの。 （参考１～３） 

     (1)  合法性等の“証明方法” （出荷） 

～輸入材～ 

～林野庁ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ～ 



JLIA 

合法木材信頼性の確保 

13 

 個別訪問により ・・・ 

 モニタリング（証明書のチェック） 

 会員との日々の Q&A で ・・・ 

 事業者研修（１年半ごと） 

 確認と問題解決 



JLIA 終 

輸入材の合法性等証明 “課 題 と 対 策” 

出荷先には合法性証明書の要求があった場合にのみ提出している。
但し、要求が少ない。（2009~2010年） 

徐々に合法木材の供給が増えてきた。但し、メーカーの原料となる丸太
以外は低調で、まだまだ合法木材の需要拡大の余地が大きい。 

出荷先から要求が無くても自主的・積極的に合法性 

証明書を提出するよう努める。 

森林認証・CoC認証を取得済みのシッパーであっても実際の認証
材供給は少ない。（2009~2010年） 

日本の取り組み（合法木材普及活動）に応じて、海外から“認証
材”供給が増えつつある。 

認証材は合法木材であり、合法木材として出荷するこ
とも可能。需給両面で認証材／合法材の普及を図る。 



森林認証及びCoC認証を活用した証明方法のイメージ図

原木市場 製材工場 二次加工業 流通業者(問屋) 納入業者

CoC認証を個別に取得

調達者等森林所有者等

森林認証
を取得

森林認証取得の
証明

各市場の
CoC認証

取得の証明

各製材工場
のCoC認証

取得の証明

各加工工場
のCoC認証

取得の証明

各流通業者
のCoC認証

取得の証明

認証材製品で
あることを明示
して納品

・合法性・持続可能性
の証明

（国内・国外共に）

・認証材と非認証
材を分別管理

・認証材と非認証
材を分別管理

・認証材製品と
非認証材製品
を分別管理

・認証材製品と
非認証材製品
を分別管理

参考１

JLIA 

合法性等の証明のためのガイドライン（JLIA補足） 

合法性及び 

持続可能性 

① 合法性・持続可能性＋② 分別管理 

関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法のイメージ図

原木市場 製材工場 二次加工業
者

流通業者(問屋) 納入業者 調達者等

・合法性・持続
可能性が証明
された原木を
分別管理して

販売

証明書
の作成

証明書
の作成

証明書
の作成

証明書

証明書
の作成

証明書
の作成

  提出   提出   提出  提出   提出

・合法性・持続
可能性が証明
された製品を
分別管理して

販売

・合法性・持続
可能性が証明
された原木を
分別管理して

加工

・合法性・持続
可能性が証明
された製品を
分別管理して

加工

・合法性・持続
可能性が証明
された製品で

あることを明示
して納品

森林所有者等

参考２

ⅰ　合法性

・伐採に当って原木の生産される国又は
地域における森林に関する法令に照らし
手続きが適切になされたものであること

・持続可能な森林経営が営まれている森
林から産出されたものであること

ⅱ　持続可能性

業界団体認定
（分別管理認定）

業界団体認定
（分別管理認定）

業界団体認定
（分別管理認定）

業界団体認定
（分別管理認定）

業界団体認定
（分別管理認定）

証明書の作成

  提出

業界団体認定
（合法性・持続可能性

を認定）

又は 

合法性 

① 合法性(+持続可能性)＋② 分別管理 
合法性及び 

持続可能性 

提出 提出 提出 

① 合法性・持続可能性＋② 分別管理 

① 合法性(+持続可能性)＋② 分別管理 



JLIA 

（全木連） 

64% 

58% 

46% 

21% 

27% 

9% 

<証明比率> 

JLIA 

28% 

13% 

<H24> 

36% 

15% 

<H25> 

4~8月 

（集計中） 



JLIA 

（全木連） 



JLIA 

（全木連） 



JLIA 

（全木連） 



JLIA 

（全木連） 



JLIA 

（全木連） 



JLIA 

（全木連） 
帳票管理の方法 



JLIA 

（林野庁） 



JLIA 

（林野庁） 

- - - - -  FLEGT--VPA (例： INDONESIA) 

---Due Diligence 

※ 


